
 

 

 

 

 

 

 

 
４．普及・推進に向けた行政の取り組み 
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１）地区まちづくりルールの普及・推進策 

地区まちづくりルールの普及・推進策としての取組は、大きく分けて２段階ある。 

・地区まちづくりルールについての情報提供や地区の住民との対話機会づくりなど、市町村

の全域にわたって常時行っている普及・啓発策（ホームページ・リーフレットで制度・

手法のＰＲ、都市計画マスタープラン（ＭＰ）策定時など地区の課題や将来像について

住民と話し合う機会づくり、住民等向けの手引きの作成、講習会開催等地域のリーダー

育成等） 

・ルール策定の発意があった場合に、検討組織への専門家派遣や活動費助成など、具体的な

地区でのルール検討支援策（行政が地区へ直接出向く、アドバイザー派遣、活動費助成

等） 

地区まちづくりアンケート結果によると、ルールの策定実績が多いほど、これらの取組

を実施している自治体が多いという結果がみられた。このことから、普及・啓発やルール

検討支援の取組が、地区まちづくりルールの策定に重要な役割を果たしているといえるだ

ろう。 

 

図表 策定実績と各種の普及・支援策の取組状況 

  

全域的に常時行っている普及啓発策 具体の地区でのルール検討支援策  回答 

自治体数 ホームページ、

リーフレット 

ＭＰ策定時話

し合い 

手引き リーダー育成 行政が地区へ直

接出向く 

アドバイザー

派遣 

活動費助成 その他 

ルール策定なし 15.4% 36.5% 1.3% 2.6% 9.6% 1.3% 1.9% 0.6% 156 

1～5 地区 34.5% 44.1% 8.0% 2.1% 22.7% 8.0% 12.2% 4.2% 238 

6～10 地区 48.7% 51.3% 15.8% 2.6% 31.6% 25.0% 42.1% 2.6% 76 

11 地区以上 75.7% 51.5% 37.9% 15.5% 66.0% 46.6% 43.7% 6.8% 103 

回答自治体全体 38.6% 44.3% 12.6% 4.7% 28.1% 15.4% 19.0% 3.5% 573 
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（１）全域的に常時行っている普及・啓発策 

①ホームページやリーフレット等で制度・手法のＰＲ 

 

 

 

・ホームページやリーフレット等での制度等のＰＲは、40％近くの自治体により取

り組まれている。特に、策定実績が 11地区以上の自治体では 76％と非常に多い取

り組みである。（141頁参照） 

・情報発信する内容は、制度の紹介だけでなく、地区まちづくりルールのメリット

や成功事例など、地区まちづくりルール策定の発意を促すための情報を発信する

ことが重要である。 

・情報発信の方法としては、地区まちづくりアンケート回答では、インターネット、

パンフレット、ポスター、フォーラムの開催、回覧板など多様な媒体の活用が紹

介されていた。 

…問題が生じた後、相談にきてルールの存在を知るケースがあり、潜んでいるリスクなど事

例で啓発する必要がある。（関東地方Ａ都市） 

…制度の内容を伝えるだけでなく、市全体でどのような都市像をもっているか、その中で地

区まちづくりでできることを伝えるように考えている（北海道地方Ａ都市） 

 

 

 図表 地区まちづくりアンケートで寄せられた制度等ＰＲのノウハウ 

 アンケート回答で寄せられたノウハウ 

情報発信の

内容 

・都市計画等の制度内容の解説、地区まちづくりルールを策

定しないことによるリスク 

・地区まちづくりルールでできることや策定によるメリット 

・地区まちづくりルール策定の進め方・成功事例や失敗事例

の紹介 

・行政による支援制度 

・市全体の都市像の紹介、その中で地区まちづくりルールで

できることの解説 

情報発信の

方法 

＜全域的に…＞ 

・ホームページや広報誌を積極的に活用する 

・シンポジウムやフォーラムなど啓発イベントを開催する 

・市民の集まる場所にポスターを掲示する 

＜地区単位で…＞ 

・手引きやパンフレットを配布する 

・自治会をつかって PR回覧を行う 

 

●地区まちづくりルールで何ができるのかや、制度等を紹介する等して住民等の発

意を促す情報をホームページ等で発信することが重要 
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②地区の課題や将来像について地区住民等と話し合う機会づくり 

 

 

 

・都市計画マスタープランの策定時等に懇談会等の場を設けて、地区の課題や将来

像について話し合う取組は、44％の自治体で取り組まれており、ホームページや

リーフレット等で制度のＰＲと同様、比較的多くの自治体によって取り組まれて

いる。（141頁参照） 

・この取組は、市全体の将来都市像を理解してもらった上で、地区のまちづくりに

ついて考えてもらう機会となることから、全市の計画と整合のとれた地区まちづ

くりルールを検討しやすいという効果もある。 

・この際、懇談会等が地区まちづくりルール検討の取組に進めるよう、策定した全

市計画に地区まちづくりルールの策定を位置づけたり、策定後も懇談会を継続さ

せるなど、地区住民等のまちづくりの気運を継続、発展させることが重要である。 

…地区まちづくりが普及しないのは、各地区で課題や居住環境を改善するための方策につい

て、話し合う場がないため、将来のまちづくりの考え方、意向を把握できないため。各地

区で将来のまちづくりの考え方を議論する、組織づくりが重要。（中部地方Ａ都市） 

 

 

③地区住民等向けの手引きの作成 

 

 

 

・地区住民等向けの地区まちづくりルールの手引きの作成の取組は、回答自治体全

体では 13％と少ないが、策定実績が 11 地区以上の自治体では 38％の自治体で取

り組まれている。（141頁参照） 

・手引きは、まちづくりについて思い立った人が次の一歩へと進めるよう、地区ま

ちづくりルールの策定手順などについて、分かりやすく説明することが重要であ

る。アンケート回答で紹介された事例ではイラスト等を多用して親しみやすく分

かりやすい手引きが作成されている。（144頁参照） 

…調布市の手引きでは、地区のまちづくりについてふと思いついた段階から、仲間づくり、

ルール検討に入るまでの流れを、まちづくりの種が発芽しているイラストとともに親しみ

やすく説明している。 

…秦野市の手引きでは、目指す市街地のタイプ毎に、どのような項目でルールを定めれば実

現できるか、ルールづくりについて説明している。 

 

●全市の計画策定時の機会を捉えて、地区の課題や地区住民等の意向を議論し、地

区まちづくりルールの検討組織づくりにつなげることが大事 

●手引きで地区まちづくりルールの策定のメリットや進め方を分かりやすく伝え

ることが有効 
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■手引き事例 調布市「街づくりのすすめ」（抜粋） 

 
 

■手引き事例 秦野市「みんなで考えるまちのルールづくり」（抜粋） 
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④講習会の開催等、地域のリーダーの育成 

 

 

 

・リーダーの育成等は、取り組む自治体の割合が 5％程度と最も少ない取組であるが、

策定実績が 11地区以上の自治体では 15％の自治体で取り組まれている。（141頁

参照） 

・町内会等地区単位での説明会や出前講座等の開催は、地区まちづくりルールの発

意には至らなくとも、何らかの地域への貢献意欲がある地区住民等の発掘や、地

区まちづくりのリーダーへの育成を図る意味がある。 

・この際、地区まちづくりの必要性や成功事例等について情報提供するとともに、

意見交換の時間を設けて、地元の意向を把握したり、参加者同士の仲間づくりを

支援することも、ルールづくりの発意を促すという観点からで有効である。 

…地区のまちづくり活動におけるリーダーとなるべき人材を育てるべく、平成 21 年度から

「まちづくり塾」を開催。当初想定していたよりも多数の応募があり、連続 5回の講座を

行う中で互いの交流促進にもつながっていったのでキーパーソンの発掘には効果的であっ

たと考えます。（近畿地方Ｂ都市） 

 

●町内会単位で説明会や出前講座や意見交換を行い、リーダーを発掘・育成するこ

とも考えられる 
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（２）地区まちづくりルールを検討する際の具体的な支援策 

 

①行政が地区に出向いて支援 

 

 

 

・行政が地区に出向く支援は、28％の自治体によって取り組まれているが、策定実

績が多いほど多くの自治体により取り組まれていることから、行政による積極的

な関与がルール策定を後押ししているのではないかと考えられる。（141頁参照） 

・ルール案の検討や合意形成などに対する支援の一環として、地区に出向いて、行

政の取組状況の情報提供や手続きの進め方等のアドバイス等を行うことは重要で

ある。 

…地域の運営組織がしっかり活動しないとルールづくりの取組みが行われないので、定期的

に地域へ入って、御用聞きを行うことも必要であると考えます。（関東地方Ｂ都市） 

 

 

②アドバイザーの派遣 

 

 

 

・アドバイザー派遣による支援の取組は、回答自治体全体では 15％と少ないが、策

定実績が多い都市ほど高い割合であり、策定実績が 11地区以上では 46％と半数近

くで取り組まれている支援策である。（141頁参照） 

・地区まちづくりアンケートの回答事例では、要綱等で派遣先の要件、派遣期間や

回数、派遣費用の上限等を定めているものが多いが、特に定めず、幅広く支援し

ている制度も見受けられる。 

・地区まちづくりアンケートの回答事例では、アドバイザーを派遣するとともに、

自治体職員も「会合には基本的に同席」や「必要に応じて同席」等検討の場に同

席している事例が多い。 

 

  

●地域住民等による活動をルール策定に結びつけるためには、行政が地区に出向い

ての支援が重要 

●地区の状況に柔軟に対応しつつ、アドバイザー派遣制度を用意して、専門家によ

る支援を行うことも有効 
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図表 アドバイザー派遣制度事例の傾向 

要綱等で定め

ている項目 

地区まちづくりアンケート結果 

（回答事例数：94） 

派遣先の団体

等の条件 

「条例・要綱等で認定されている団体」が

57％と最も多いが、「自治体内・地区内に

居住または権利を持つものの団体」や「ま

ちづくり活動を行う団体」や「定めなし」

など、ゆるやかな条件で支援している事例

も 40％ある。 

派遣の回数や

期間の上限 

上限を定めている事例は 54％で、回数は平

均７回、年数は２～３年が多い。 

「予算の範囲内」等特に定めのない事例も

23％ある。 

派遣費用の上

限 

１回あたりの上限は平均３万２千円 

「予算の範囲内」等特に定めのない事例も

14％ある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ アドバイザー派遣先の団

体等の条件 

その他
3%

定めなし
7%

まちづくり活動を行う団体
19%

当該自治体・地区内に居住又
は権利を持つ者の団体

14%

条例・要綱で認定されている
団体
57%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1回 2回 3回 4回 5回 6回 7-11回 12回 13-20回 21回以上

グラフ アドバイザー派遣の一年あたり回数の上限 N=94 

定めあり 54% 回答なし 20% 定めなし、予算の範囲内 23% 

その他 2% 

グラフ アドバイザー派遣先の費用の上限 N=94 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～10 10～20 20～30 30～40 40～50 50～60 60～70 70～80 80～

定めあり 66% 回答なし 19% 
定めなし、予算の 

範囲内 14% 

その他 1% 

（千円） 
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③団体等の活動費を助成 

 

 

 

・活動費助成による支援の取組は、回答自治体全体では 19％であるのに対して、６

地区以上ある都市では 40％以上の自治体が取り組んでいる。（141頁参照） 

・活動費を助成する仕組みは、地区住民等によるルール検討の負担を軽減して、ル

ール策定ができるよう支援する仕組みとして、重要なものである。 

・地区まちづくりアンケートの回答事例では、要綱等で助成先の組織の要件、助成

期間や回数、金額の上限、使途などを定めて運用しているものが多い。これには、

特定の団体に活動資金を提供することに対する公共的な意義や公平性の確保とい

う意図があると考えられる。 

・地区まちづくりアンケートの回答事例では、助成対象の使途に、講師料等専門家

による支援に係る費用も含めている事例もある。 

…地域住民が地区まちづくりを継続して行うための支援が重要。（北海道地方Ｂ都市） 

…組織立ち上げが容易になるような資金面での仕組みづくりや、組織活動の場所の提供など、

環境整備も考えられる（東北地方Ａ都市） 

 

図表 活動費助成制度事例の傾向 

要綱等で定め

ている項目 

地区まちづくりアンケート結果 

（回答事例数：97） 

助成先の団体

等の条件 

「条例・要綱等で認定されている団体」が 72％

を占める。「自治体内・地区内に居住または

権利を持つものの団体」や「まちづくり活動

を行う団体」や「既存町内会」等とする制度

が 21％で、「定めなし」は１％のみ。 

助成金の上限

や期間 

年間の上限金額は平均３２万９千円。「予算

の範囲内」など特に定めのない制度もわずか

に見られた。 

助成期間の最大年数を定めている制度は 28％

で、３年が多く、最大でも５年。 

助成金の使途 

 

印刷費、会場費、調査・研究費、「飲食費は

不可」等が多く、その他に講師料、広報・郵

送、消耗品等もある。（自由記述回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ルール策定にかかる検討組織の負担を軽減するため、地区住民等への情報提供や

意見集約のためにかかる経費を助成することも有効 

72%

9%

1%

6%

11%

1%

条例・要綱で認定されている団体

当該自治体・地区内に居住又は権利を持つ者の団体

まちづくり活動を行う団体

既存町内会等

定めなし

その他

グラフ 活動費助成の団体等の条件 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～100 100～200 200～300

300～400 400～500 500～1000

1000～2000 2000～ 定めなし、予算の範囲内

グラフ 活動費助成の助成金の上限（年間）N=97 

（千円） 
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 ■緩やかな要件で幅広く支援している事例「横浜市地域まちづくり推進条例」 

横浜市では、ルール等の提案ができる組織と、支援対象とする組織の要件を別に設けて、地区住

民等による地域まちづくりの取組を幅広く支援している。 

「横浜市地域まちづくり推進条例」では、「地域まちづくりプラン」や「まちづくりのルール」

の認定を申請できる「地域まちづくり組織」となるためには、地域住民等により構成されている組

織であることや地域住民等の多数の支持などの要件が設けられている。しかし、アドバイザー派遣

や活動費助成など支援については、活動が特定のものの利害を図るような活動ではなく地域まちづ

くりに関する活動であれば「地域まちづくりグループ」として登録され、支援を受けることができ

る仕組みになっている。 

 

   図表 横浜市地域まちづくり推進条例の概要（出典：横浜市ホームページ） 
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■地区まちづくりのプランやルールに則ったまちづくりを推進する取組 

策定された地区まちづくりルールに則ったまちづくりを推進する取組は、直接的に地区まちづく

りルールの普及・啓発や検討支援を行う取組ではないが、ルールづくりで目指された目標の早期達

成に効果的な取組であり、ルール策定地区が成功事例として認知され、他の地区でのルールづくり

の発意を促す等の波及効果もある。 

このような取組として、以下のようなものがある。 

 

●歴史的市街地等におけるルールに則った修景行為に対する助成 

・地区まちづくりルールの策定で目指す市街地像は、基本的には地区住民等の建て替え時のルー

ル遵守等自助努力により実現されていくものであるが、ルールに則った整備に対して助成する

仕組みを設けることで、地区住民等により積極的に取り組まれ、早期の目標達成を図ることが

できる。 

・この取組については、特に歴史・観光地での地区まちづくりルールにおいて、効果を発揮して

いる事例がみられる（60～61頁の会津若松市の事例参照）。 

 

●地区まちづくりプラン等の自治体による公共施設整備の取組への反映 

・地区住民等が策定した地区まちづくりの構想やプランを、まちづくり条例等に基づいて認定し、

行政による施設整備等の事業に反映させることで、構想やプランの実効性を高めることができ

る。 

・この取組については、特に市街地の改善が必要な地区において、効果を発揮している事例がみ

られる（32～33 頁の小山市の事例参照）。 

 

●開発行為や建築行為の事業者等に対して地元組織との協議を促す取組 

・地区まちづくりルールが策定された地区において、大規模な開発行為や建築行為を行う事業者

に対して、ルールの運用組織との協議を促すことにより、地区住民等の目指すまちづくりを理

解した、より望ましい開発行為や建築行為に規制・誘導することができる。この取組は、開発

行為や建築行為の事業者が行政に事前相談に来た際に窓口で助言している例もあれば、条例で

地域のまちづくり団体等との協議を義務づけている例もある。 

・この取組については、特に大規模敷地での土地利用転換が進む地区において、効果を発揮して

いる事例がみられる（42頁の板橋区の事例参照）。 
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２）普及・推進のための体制づくり 

（１）ルール策定支援の体制づくり 

地区まちづくりルールをより多くの地区に普及・推進していくためには、外部との連携

も含めて、地区住民等による主体的な検討を支援する体制をつくっていくことが重要であ

る。ここでは、行政による支援体制が特徴的な事例から、自治体の規模や策定実績に応じ

た体制づくりのポイントを紹介する。 

 

①庁内連携の体制（地区の幅広い課題に対応する庁内連携や事業担当課による策定支援） 

 

 

 

 

・地区住民等との地区の課題共有の段階で、地区まちづくりルールだけでは受けと

められない幅広い意見が出てくる。こうした場合には、課題内容に応じて担当課

と連絡調整を行うことが必要になるが、必要に応じて事業担当課等も協議会に出

席して状況説明や意見交換を行うことも、地区住民等による課題の理解やルール

検討に有効である。 

・また、地区の課題が、都市施設の整備事業等による改善と合わせて対応していく

べき課題である場合には、事業担当課が地区住民等によるルール策定についても

支援する方法もある。それにより、地区住民と行政の信頼関係が強まり、地区ま

ちづくりが円滑に進められている例もある。 

 

 

②アドバイザー派遣のための体制（都道府県制度の活用､ＮＰＯ等まちづくり支援団体の

活用） 

 

 

 

 

・地区まちづくりルールの検討に対するアドバイザー派遣を継続的に行っていくた

めには、派遣する専門家の確保も課題となってくる。そのためには、派遣制度と

ともに、専門家の登録制度も設けておくことが望ましい。 

・人口規模の大きい都市やまちづくり条例を制定している都市では、関連団体やＮ

ＰＯ等まちづくり支援団体と連携して、検討組織を支援している事例がある。 

・派遣できる専門家とのネットワークがない場合や、財政的に難しい場合には、都

道府県の専門家派遣制度等を活用すれば、支援を充実化することができる。また、

地域の大学などと連携し、まちづくりに関わる研究者や学生に参画してもらう方

法もある。 

…神戸市の事例では、アドバイザー派遣については、市の関連団体であるまちづくりセンタ

ーがアドバイザーの登録と地区への派遣事業を行っている。（152頁参照） 

…横浜市の事例では、まちづくりコーディネーターとして個人のアドバイザーを登録する仕組

みと、まちづくり関連のＮＰＯ等を登録して派遣する仕組みを設けている。（153頁参照） 

…会津若松市の事例では、市独自のアドバイザー派遣制度もあるが、福島県の景観アドバイ

ザー派遣事業も活用し、支援を充実化している。（154頁参照） 

●アドバイザーの登録や派遣の仕組みを用意することが難しい場合は、都道府県の

制度やＮＰＯ等まちづくり支援団体などを活用して、支援体制を確立する 

●地域住民等から提起される幅広い課題に対し、まちづくりの担当課だけでなく、

事業担当課等も含めた全庁的な連携により対応する 
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 ■支援体制事例 ①神戸市の場合 
●まちづくり関連団体と連携して住民検討組織を支援している。 

・地区計画やまちづくり条例に基づくルールの策定に対して、アドバイザー派遣や活動費助成を

行っている。 
・「まちづくりセンター」内に設けられた「こうべすまい・まちづくり人材センター」には、い

ろいろなまちづくりに関するアドバイザー（まちづくりコンサルタント、建築士、弁護士、大

学の教員など）が登録されており、その中から地域の状況に応じてアドバイザーを派遣してい

る。 
 

神戸市 

アドバイザー派遣 

出典：神戸市ホームページ 
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 ■支援体制事例 ②横浜市の場合 
●まちづくり条例に基づいて登録した、ＮＰＯや専門家と連携して支援している。 

・まちづくり全般の相談窓口として、「まちのルールづくり相談センター」を設置している。さ

らに区役所にも相談コーナーを設けている。 
・検討組織を２段階に区別し、地域のまちづくりの主体となる組織として「認定」する組織だけ

でなく、地域まちづくり活動を行うグループを登録する制度も設けて、幅広く支援している。 
・派遣する専門家は、個人だけでなくＮＰＯ等の団体も条例に基づいて登録し、支援体制を充実

化している。 

地域まちづくり活動団体 

 

横浜市 
各区区政推進課 
 
地域まちづくり課 
都市再生推進課 
みなとみらい 21推進課 

相談 

住民 

まちのルールづくり

相談コーナー 

地域まちづくり 

組織（認定） 

地区に入って支援 
活動費助成 

 

まちづくり支援団体 

（ＮＰＯ等） 

専門家 
派遣 
 

組織化 

地域まちづくり

グループ（登録） 

組織認定 
策定したプラン・ルールの認定 
 

まちのルールづくり

相談センター 

専門家 

登録 
 

登録 
 

出典：横浜市パンフレット

「『横浜市地域まちづくり支

援制度』って知っています

か？」 
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■支援体制事例 ③会津若松市の場合 
●市独自の助成･アドバイザー制度と、県の制度を組み合わせることで支援を充実化している。 

・市の助成制度は、協定締結以後を手厚く助成する仕組みとなっており、協定締結までは市のア

ドバイザー制度の他、県のアドバイザー派遣事業を活用するケースもある。 
・福島県では、景観づくりのための計画の立案から実施にいたるまで幅広いアドバイスを受ける

ことができる専門家が景観アドバイザーとして 23 名登録されており、県民や事業者、市の景観

担当課党などに対して派遣している。 
・市による協定締結後の活動等への助成の使途には、景観形成提案書（修景計画）の策定のため

の専門家費用も含まれている。しかし、市で専門家登録の制度はないため、必要に応じて前例

地区で支援した専門家を紹介するなどの対応を行っている。 
 

 

 

福島県《景観アドバイザー制度》（福島県ＨＰより抜粋） 

 

県民、事業所のみなさんや市町村などにおいて、それぞれの地域特性を活かした景

観づくりが円滑に進められるよう、県として具体的に支援するため、建築、土木、造

園などの専門家景観アドバイザーを助言者として、それぞれの要請に応じて派遣する

ための制度です。 

魅力ある景観づくりのための計画の立案から実施にいたるまで、幅広いアドバイス

を受けることができます。 

 

【こんなときに活用してください。】 

◆ 県民、事業者の皆さん 

・ 自治会や商店街で景観形成住民協定や建築協定を結ぼうとするとき。 

・ 緑化事業などを行おうとするとき。 

・ 魅力あるまちづくり事業を行おうとするとき。 

・ 個性ある商店街づくりを行おうとするとき。 

・ 伝統的な街並みや建築物を保存しようとするとき。 

◆ 市町村の事業担当課 

・ 景観形成に関する基本方針や基本計画を策定しようとするとき。 

・ 周辺の景観に調和した公共事業を行おうとするとき。 

・ 地域の景観特性を活かしたまちづくりを行おうとするとき。 

◆ 福島県の事業担当課所 

・  県の公共事業や大規模建築等行為の届出指導に関する助言を求めたいとき。 

 
協議会 

会津若松市建設部都市計画課 景観グループ 

相談 

住民 

地区に 
入って 

支援 
 

具体的な修景計画の策定に対して 
活動費助成、専門家紹介 
計画に沿った修景事業を助成 
 

組織化 

福島県 
景観アドバイザー 

 

○○景観協定地区 
協定締結 

派遣 
 

会津若松市 
景観アドバイザー派遣 
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（２）自治体による支援体制・制度づくりの発展経緯 

地区まちづくりルール策定実績の多い都市では、各種の普及・啓発策や支援策を用意して、地

区住民等による地区まちづくりルールの普及・推進に取り組んでいる。しかし、それらの自治体に

おいても、当初から総合的な支援の仕組みが用意できていたわけではなく、市町村全体レベルでの

住民参加の取組や地区住民等からの要望への対応から始まり、地区まちづくりルール策定の支援に

係るニーズの発生に対応して、徐々に制度や体制等を充実化させてきた経緯がある。 

ここでは、地区まちづくりルールの普及・推進のための制度づくりや体制づくりに取り組む際

の参考となるよう、策定実績の多い都市がこれまでどのような経緯を経て、現在の支援制度・支

援体制等を発展させてきたか、事例を中心に発展経緯の概略とポイントを紹介する。 

 

①全体計画に基づいて地区まちづくりの取組を開始 

 

 

 

・当初から地区住民等による任意ルールの策定等の取組があり、支援ニーズに対応

してきた都市もあるが、自治体から取組を開始した都市では、総合計画や都市計

画マスタープラン等の全体計画による位置づけに基づいて、地区まちづくりルー

ルの策定が必要な地区を調査・抽出し、調査結果を活用して地区住民等にルール

づくりを呼びかけを行っている。 

…神戸市の事例では、昭和 49 年に総合計画の一環として「コミュニティカルテ」を作成した

後、昭和 53 年に地域の特性と課題を整理した「市街地整備のための環境カルテ」を作成。

その後、地区の課題について地区住民等に認識してもらい、市街地整備の基本方向を決める

うえでの基礎資料として、カルテをパンフレット化して活用している。（158頁参照） 

…相模原市の事例では、都市計画マスタープランにおける位置づけのもと、市で地区レベル

のまちづくりの候補地区の抽出調査を実施した。その成果を、地区住民等への提供資料と

して整理し、各候補地区に出向いて地区まちづくりを呼びかけ、そのうち２地区で地区計

画策定が実現している。（160頁参照） 

 

 

②地区まちづくりの支援ニーズの発生に応じて要綱等により支援策を制度化 

 

 

・策定実績の多い都市においても、地区住民等によるルール検討の取組が始まった

当初の段階では支援メニューは十分でなく、支援ニーズの発生に応じて、活動費

助成やアドバイザー派遣等の支援メニューを要綱等により制度化している。 

・当初の段階では、自治体が地区に出向いて地区まちづくりルールの検討を支援し、

活動費助成やアドバイザー派遣については、予算の範囲内で柔軟に対応する方法

もある。 

…神戸市の事例では個別の制度で活動費助成やアドバイザー派遣を行っていたが、昭和 56

年に、地区計画の手続き条例と合わせて、住民主体のまちづくりの進め方を総合的に示し

たまちづくり条例を制定した。（158頁参照） 

 

 

 

●地区まちづくりの支援ニーズの発生に応じて、要綱等により支援策を制度化する 

●住民等からの要望など地区まちづくりルールの必要性が顕在化していない場合

は、全体計画での位置づけのもとに課題地区を抽出し、住民等に働きかける 
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③住民等による主体的な検討を促す支援へのステップアップ 

 

 

 

・地区まちづくりルール策定実績の多い都市では、地区まちづくりルールの策定の

実績がある程度積み上がってきた段階で、住民等による主体的な検討を促す支援

にステップアップするため、住民等による地区まちづくりルール検討のノウハウ

の普及や、住民等と自治体の協働の関係づくりに取り組んでいる。 

・地区まちづくりルール検討のノウハウの普及策としては、ルールを策定した地区

や検討中の地区がお互いに情報交換や交流できる機会を提供し、ルール検討のノ

ウハウを共有化する取組が考えられる。 

・また、自治体において、ノウハウの蓄積や人材育成のために、ルール策定地区で

の取組成果をふまえて住民等との協働のための指針やマニュアルの作成に取り組

んでいる事例もある。 

…横浜市の事例では、住民等によるまちづくりへの参加機会の拡大や、行政と住民の協働の

取組を推進するモデル事業「パートナーシップ推進モデル事業」を実施し、その成果を踏

まえて職員向けのパートナーシップ推進マニュアルを作成している。（159頁参照） 

…相模原市の事例では、建築協定運営委員会の連絡会議の実施により、地区と地区、地区と

行政の連携関係づくりに取り組んでいる。さらに、ルール策定地区の取組をふまえて「相

模原パートナーシップ推進指針」を策定している。（160頁参照） 

…小山市では、20地区の研究会や推進団体の代表が集まり、情報交換、意見交換する推進会

議を、コンサルタントをつけて年１～２回開催している（小山市ヒアリングより）。 

 

 

④多様化・複雑化した支援制度・体制の整理・統合 

 

 

 

・地区まちづくりルール策定実績の多い都市では、地区まちづくりルールの検討に

取り組む地区が増え、支援ニーズが多様化してきた段階で、まちづくり条例の制

定により支援策を体系化するとともに、相談窓口の一元化等、複雑化した支援体

制を整理・統合している。 

…神戸市の事例では、昭和 56 年にまちづくりの進め方を総合的に示したまちづくり条例を

制定していたが、その支援は、再開発課や区画整理課、住環境整備課など、各地区の課題

に関連する事業担当課が担当していた。しかし、阪神淡路大震災後の支援ニーズの増大と

多様化に対応するため、平成８年にまちづくり条例の所管を当時のアーバンデザイン室

（現在の都市計画総局 計画部 地域支援室）に一元化している。（158頁参照） 

…横浜市の事例では、平成 17 年の「地域まちづくり推進条例」の制定とともに、個別要綱

により実施していた各種支援策について、「地域まちづくり支援制度要綱」に統合してい

る（159 頁参照）。また、地区まちづくりルールの相談窓口として、地域まちづくり課の

「まちのルールづくり相談センター」に一元化して相談を受け付けている（153頁参照）。 

…相模原市では、地区住民等による地区まちづくりの進め方について定める手続き条例とし

て「街づくり活動推進条例」を制定し、街づくり推進課で地区住民等からのまちづくりの

相談に応じている。（160頁参照） 

 

●地区まちづくりの支援ニーズが多様化・複雑化してきたら、相談窓口の一元化や

支援体制の体系的整備をする 

●地区まちづくりルールを策定した地区が増えてきた段階で、策定地区のノウハウ

を普及する取組等、住民等による主体的な検討支援へとステップアップする 
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⑤検討組織や地区まちづくりルールを認定するための第三者機関の設置 

 

 

 

・まちづくり条例制定都市等では、行政区域全体のまちづくりのなかで、地区を限

定して財政的に支援したり、ルールを認定し、自治体の計画に反映させたりする

ことに対して、公共的な意義や公平性等を判断するために、条例で要件を定める

とともに、第三者機関による審議の上で判断する仕組を用意している事例が多い。 

…調布市では、「調布市ほっとするふるさとをはぐくむ街づくり条例」で、市長の附属機関

として調布市街づくり審査会を置くこととし、推進地区の指定、協議会の認定、街づくり

協定の認定、大規模土地取引行為に対する助言、大規模開発事業者に対する助言又は指導、

顕彰、勧告、公表に係る事項について、市長の諮問に応じて調査審議するものとしている。 

 

●検討組織の認定や地区まちづくりルール決定の判断等を第三者機関に諮問する

仕組みを制度化する 
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■支援体制の発展経緯事例 ①神戸市の場合 

【前段的経緯】 

○昭和 47年 都市改造事業を契機に、地元・行政・学識経験者で構成される「板宿地区都市計画協議会」

が結成。協議会方式による住民参加の試み。 

【行政による基礎的検討】 

①昭和 49年 総合計画の一環として生活環境整備の促進を目的に「コミュニティカルテ」を作成。 

②昭和 53 年、市で既成市街地について「市街地整備のための環境カルテ」を作成。パンフレット化して

配布。 

⇒地域の特性と課題を、行政として把握し、市民にも認識してもらい、市街地整備の基本方向を決

めるうえでの基礎資料として活用。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【住民主体のまちづくりの制度化】 

①住民のまちづくり活動支援の制度化 

⇒昭和 52 年「神戸市街づくり助成要綱」昭和 53 年「神戸市まち・すまいづくりコンサルタント派

遣制度」 

②昭和 56 年、地区計画の手続き条例に加えて、住民主体のまちづくりの進め方を総合的に示した「神戸

市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例」（略称「まちづくり条例」）を制定。 

【まちづくり支援の量的増大や多様化に対応する支援体制の強化】 

①平成 7 年、震災を契機に、外郭団体の都市整備公社「まちづくりセンター」内に、専門家の登録・派遣

事業を行う「こうべすまい・まちづくり人材センター」を設置。 

②平成８年、まちづくり条例

の所管を、事業担当課から

都市計画局計画部アーバ

ンデザイン室（当時）に移

管。複雑化した支援体制を

調整・一元化。 

③現在、まちづくり条例は、

都市計画総局計画部地域

支援室が所管し、地域の総

合窓口は各区役所が行い、

各区役所と都市計画総局

とが連携して、地域のまち

づくり活動を支援。 
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■支援体制の発展経緯事例 ②横浜市の場合 

【前段的経緯】 

①宅地開発にあわせた建築協定締結の推進（昭和 43年～）⇒運営委員会設立に向けた支援 

②昭和 40年代後半から、都心部等における建築計画の協議誘導を開始（後の「街づくり協議地区」） 

⇒地元主体による地区レベルの任意の協定（まちづくり協定）の策定（元町、馬車道、伊勢佐木等）。 

③建築協定地区等における地域発意型地区計画策定の取組み（昭和 60年代～） 

④個別の要綱や事業により、地域のまちづくり活動への助成・支援に取り組む 

・コンサルタント派遣制度（昭和 59年～平成 6年）、コーディネーター派遣制度（平成 7年～） 

・市民まちづくり活動支援（平成元～3 年）※活動費助成 

【地域まちづくりの多角的な展開】 

①平成 8 年から 3年間、公募制による参加機会の拡大、ワークショップ手法の導入、調整的な協議を行う

「パートナーシップ推進モデル事業」を実施。 

②平成 9 年頃から、都市計画マスタープランの区プラン・地区プラン策定にとりかかる。 

③平成 14年に、「まちのルールづくり相談センター」設置。 

⇒各区にまちづくり調整担当を設置（平成 16 年） 

④「いえ・みち まち改善事業」（平成 15年度～）など、地域レベルの様々な取り組みを展開。 

【まちづくり支援の統合・拡充】 

①平成 17年「横浜市地域まちづくり推進条例」制定 

⇒地域まちづくり活動に対する支援をさらに充実させるために、これまでの支援制度を統合・拡充し

て｢横浜市地域まちづくり支援制度｣を創設。その後、４年間で地域まちづくり組織 17団体、地域

まちづくりプラン 8地区、地域まちづくりルール 10地区が認定されている。(平成 21 年度末現在) 

②任意協定の締結地区で、担保性を確保できる地区計画の策定を支援するとともに、地区計画でカバーで

きない項目・内容については条例に基づくルールに認定して運用を支援するなど、地区の状況に応じて

実効性を高めている。 

 

 

 

 

出典：秋元康幸・石津啓介「横浜市におけるま
ちづくり提案制度」『都市計画』258 号平成 17
年 12 月、八幡準・木村裕毅「横浜市地域まちづ
くり推進条例について」『都市計画』282 号平
成 21 年 12 月、小林重敬編著「地方分権時代の
まちづくり条例」学芸出版社平成 11年 
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■支援体制の発展経緯事例 ③相模原市の場合 

【前段的な経緯】 

○ 相模原市では、昭和 50 年代から、相模大野駅、相模原駅、橋本駅等の駅前整備に併せて地区レベルの景観的な

誘導等について検討、行政と事業者が協働で地区レベルのまちづくりを実践していた。 

○ 平成４年の都市計画法改正に伴う市町村の都市計画マスタープラン（平成 11 年）の策定にあたり、当時の市域

を 18地区に区分し地区ごとの方針等を住民参加で検討してきた。 

【行政による基礎的検討】 

① 当時、策定中であった都市計画に関わる市町村マスタープランにおいて、地区レベルの街づくりを体系的に位置

づけ、各地区ごとの整備課題や地区住民等の意向に即した地区計画制度の計画的な活用の必要性から、地区計画

候補地区を抽出、各候補地区について地区の現況や問題点等について共通認識を持って検討にあたるための提供

材料を整理することを目的に「地区計画推進プラン策定」（候補地区選定調査）を実施した。 

② 各候補地区に行政から出向いて地区まちづくりを呼びかける。その中から３地区が検討スタート、うち２地区で

地区計画が実現した。 

③ 平成 10 年には、建築基準法の指定確認検査機関制度のスタートに合わせて建築協定運営委員会の連絡会議を実

施し、地区と地区、地区と行政の関係が生まれてきた。 

【まちづくり条例の検討へ】 

① 都市計画マスタープランの位置づけ及び数地区の地

区まちづくりの実績を踏まえて、まちづくり条例の

検討がスタート。「さがみはらパートナーシップ推

進指針」を策定した。 

② 「（仮称）相模原市まちづくり条例検討委員会」を

発足させ本格的な検討を開始した。 

③ 検討成果をシンポジウムで報告 

④ 平成 17年９月 街づくり活動推進条例公布 

（施行は半年後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■条例検討の経緯 

平成１１年３月 都市計画マスタープラン策定 

平成１５年２月 さがみはらパートナーシップ推進指針策定 

平成１６年７月 「（仮称）相模原市まちづくり条例検討委員

会」設置 全６回開催 

平成１６年１２月 提言を受ける 

平成１７年４月 まちづくりシンポジウム開催 ２回 

■相模原市都市計画分野の体系 

 


	…神戸市の事例では、アドバイザー派遣については、市の関連団体であるまちづくりセンターがアドバイザーの登録と地区への派遣事業を行っている。（152頁参照）
	…横浜市の事例では、まちづくりコーディネーターとして個人のアドバイザーを登録する仕組みと、まちづくり関連のＮＰＯ等を登録して派遣する仕組みを設けている。（153頁参照）
	…会津若松市の事例では、市独自のアドバイザー派遣制度もあるが、福島県の景観アドバイザー派遣事業も活用し、支援を充実化している。（154頁参照）
	…神戸市の事例では、昭和49年に総合計画の一環として「コミュニティカルテ」を作成した後、昭和53年に地域の特性と課題を整理した「市街地整備のための環境カルテ」を作成。その後、地区の課題について地区住民等に認識してもらい、市街地整備の基本方向を決めるうえでの基礎資料として、カルテをパンフレット化して活用している。（158頁参照）
	…相模原市の事例では、都市計画マスタープランにおける位置づけのもと、市で地区レベルのまちづくりの候補地区の抽出調査を実施した。その成果を、地区住民等への提供資料として整理し、各候補地区に出向いて地区まちづくりを呼びかけ、そのうち２地区で地区計画策定が実現している。（160頁参照）
	…神戸市の事例では個別の制度で活動費助成やアドバイザー派遣を行っていたが、昭和56年に、地区計画の手続き条例と合わせて、住民主体のまちづくりの進め方を総合的に示したまちづくり条例を制定した。（158頁参照）
	…横浜市の事例では、住民等によるまちづくりへの参加機会の拡大や、行政と住民の協働の取組を推進するモデル事業「パートナーシップ推進モデル事業」を実施し、その成果を踏まえて職員向けのパートナーシップ推進マニュアルを作成している。（159頁参照）
	…相模原市の事例では、建築協定運営委員会の連絡会議の実施により、地区と地区、地区と行政の連携関係づくりに取り組んでいる。さらに、ルール策定地区の取組をふまえて「相模原パートナーシップ推進指針」を策定している。（160頁参照）
	…小山市では、20地区の研究会や推進団体の代表が集まり、情報交換、意見交換する推進会議を、コンサルタントをつけて年１～２回開催している（小山市ヒアリングより）。
	…神戸市の事例では、昭和56年にまちづくりの進め方を総合的に示したまちづくり条例を制定していたが、その支援は、再開発課や区画整理課、住環境整備課など、各地区の課題に関連する事業担当課が担当していた。しかし、阪神淡路大震災後の支援ニーズの増大と多様化に対応するため、平成８年にまちづくり条例の所管を当時のアーバンデザイン室（現在の都市計画総局 計画部 地域支援室）に一元化している。（158頁参照）
	…横浜市の事例では、平成17年の「地域まちづくり推進条例」の制定とともに、個別要綱により実施していた各種支援策について、「地域まちづくり支援制度要綱」に統合している（159頁参照）。また、地区まちづくりルールの相談窓口として、地域まちづくり課の「まちのルールづくり相談センター」に一元化して相談を受け付けている（153頁参照）。
	…相模原市では、地区住民等による地区まちづくりの進め方について定める手続き条例として「街づくり活動推進条例」を制定し、街づくり推進課で地区住民等からのまちづくりの相談に応じている。（160頁参照）
	…調布市では、「調布市ほっとするふるさとをはぐくむ街づくり条例」で、市長の附属機関として調布市街づくり審査会を置くこととし、推進地区の指定、協議会の認定、街づくり協定の認定、大規模土地取引行為に対する助言、大規模開発事業者に対する助言又は指導、顕彰、勧告、公表に係る事項について、市長の諮問に応じて調査審議するものとしている。



